平成27年2月27日
（一社）全国中小建設業協会
１．平成26年度全国ブロック別意見交換会のまとめ

１．目的等
　　平成26年月6に施行された公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）、建設業法、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（入契法）のいわゆる「担い手３法」の改正及び人材確保・育成対策に係る工程表等について会員団体とその会員企業に対して周知徹底を図るとともに、それぞれの地域の現状や問題点について生の声を聞き、会員が直面している課題や意見を行政に反映することを通じて問題解決を図ることを目的に実施した。
　　
２．開催日及び出席会員団体
【関東地区①】平成26年10月2日：東京都中小建設業協会、全中建南多摩、
神奈川県中小建設業協会、横浜建設業協会　　
【近畿地区】平成26年10月7日：福井地区建設業会

【東北地区】平成26年10月27日：全中建岩手
【関東地区②】平成26年11月5日：全中建茨城、全中建栃木
【中部地区】平成26年11月12日：愛知県土木研究会、愛知県建築技術研究会
愛知県舗装技術研究会、東愛知建設業協会
【四国地区】平成26年11月20日：香川県中小建設業協会

【九州・沖縄地区】平成26年11月25日：沖縄県中小建設業協会

【中国地区】平成26年12月2日：全中建広島県支部

　

３．会員からの要望・意見

　
・公共事業予算の長期的に安定した予算の確保

　　・ダンピング排除　

　　・発注の平準化

　　・歩切りの撤廃　

・設計労務単価の更なる引上げ

　　・小規模工事に合った歩掛りの新設、施工パッケージ型積算の見直し
　　・技術者資格取得要件の緩和
　　・品確法に係る運用指針の趣旨の県市町村への周知徹底
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